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地域医療介護総合確保基金について
○ 団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年に向け、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医師・看護師等の医療従事者の
確保、地域包括ケアシステムの構築といった「医療・介護サービスの提供体制の改革」が急務の課題。

○ このため、医療法等の改正による制度面での対応に併せ、消費税増収分を財源として活用し、医療・介護サービスの提供体制改革
を推進するための新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設（平成２６年度～）。

○ 各都道府県に消費税増収分を財源として活用した基金を創設し、各都道府県が作成した計画に基づき事業を実施。

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の
施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業
３ 医療従事者の確保に関する事業
４ 介護施設等の整備に関する事業
５ 介護従事者の確保に関する事業

１ 基金の対象事業

平成２６年度 ９０４億円 （医療分）
平成２７年度 ９０４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成２７年度補正 １,５６１億円 （介護分）
平成２８年度 ９０４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成２９年度 ９０４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成３０年度 ９３４億円 （医療分） ７２４億円 （介護分）
平成３１年度 １,０３４億円 （医療分） ８２４億円 （介護分）

※当初予算案
◎負担割合：国 ２／３ 県 １／３

１～３月 地域医療構想調整会議 大分県医療審議会
３～４月 厚生労働省ヒアリング（都道府県対象）
５月以降 厚生労働省からの交付金の内示

厚生労働省へ交付申請
厚生労働省からの交付決定
各事業実施主体への交付手続き・事業実施

※現時点の見込であり、今後変更の可能性あり。

（介護分）

（医療分）

４ 地域医療介護総合確保基金の仕組み

３ スケジュール（H31年度予算案）

２ 国の予算額及び負担割合
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平成31年1月31日現在
（単位：千円）

Ⅰ 430,262

(1) 430,262

Ⅱ 28,669

(1) 24,269

(2) 2,053

(3) 2,347

Ⅲ 616,725

(1) 179,732

(2) 44,370

(3) 20,178

(4) 240,240

(5) 132,205

1,075,656

（これまでの執行状況）
計画額 H26 H27 H28 H29 H30見込 執行額計 H30末残見込 執行率見込
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦（②～⑥） ⑧(①－⑦） ⑨（⑦／①）

Ⅰ 病床機能分化・連携 2,151,124 328 98,008 130,947 67,485 241,515 538,283 1,612,841 25.0%
Ⅱ 在宅医療・介護サービスの推進　 278,778 10,566 85,354 66,267 14,674 23,661 200,522 78,256 71.9%
Ⅲ 医療従事者の確保・養成 2,081,914 304,838 372,552 473,030 474,358 428,736 2,053,514 28,400 98.6%

4,511,816 315,732 555,914 670,244 556,517 693,912 2,792,319 1,719,497 61.9%

主な事業概要
事業区分

産婦人科医等への分娩手当を支給する医療機関に対する助成、結核専門医師の育成研修　等。

合計

医療提供体制の改革に向けた施設・設備の整備　等

在宅医療を支える体制整備　等

在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業　等

在宅医療（薬剤）を推進するために必要な事業　等

医師の地域偏在対策のための事業　等

診療科の偏在対策、医科・歯科連携のための事業　等

医療従事者の勤務環境改善のための事業　等

看護職員等の確保のための事業　等

女性医療従事者支援のための事業　等

平成31年度大分県医療介護総合確保計画（医療分）に係る事業要望（案）

医療従事者等の確保・養成のための事業

在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業

病床の機能分化・連携のために必要な事業

合　　　計

地域医療支援センター運営、小児科・産婦人科医等研修　等。

歯科医師の訪問診療体制整備のための、ポータブルＸ線装置整備　等。

無薬局地域での高齢者等に対する薬の相談や相談事業の講師として派遣される薬剤師の資質向上のため
の研修　等。

在宅医療推進のための研修・啓発、退職看護師の再就業支援、退職支援を強化する研修　等。

急性期から回復期への転換に必要な施設・設備整備（膳所病院（大分市）、諏訪の杜病院（大分市）、津久見
中央病院（津久見市）、中津脳神経外科病院（中津市）、酒井病院（中津市）、湯布院病院（由布市）、大久保
病院（竹田市））、県内消防本部へのクラウド心電図の設置　等。

小児救急医療に関する助成、医療勤務環境改善支援センターの運営　等。

看護職員研修、看護師養成所施設設備整備　等。

H31年度
基金要望額

女性医師の出産・育児と勤務との両立を支援する短時間正規雇用の導入や復職支援プログラムの作成
等。
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